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はじめに
　　
　
元代の貿易船は貿易関連の基本規定である市舶則法に基
づいて海外を往来していた。至元三〇（一二九三）年制定の市舶則法と延祐元（一三一四）年制定の市舶則法によると、貿易船は冬の北風が吹く時期に、所在の市舶司に申請し、 總司（泉府司あるいは行
省（１）
）の役所から大船は公験を、
小船は公憑を発給してもらってから出発し 翌年 夏南風が吹くと戻り、もと公験を発給された市舶司に赴き、関税を納めた後民間と交 が出来る仕組みであっ
た（２）
。ただ、冬
の北風 時期に出航し、翌年の夏に南風が吹く時期に戻るというのは、主に東南アジア方面 する船舶のサ
イクルであるので、元代の市舶則法が泉州・廣州市舶司の状況に基づいて定められた規定であることもわかる。　
元朝は海外へ出かける船舶に一種の貿易許可書である公
験を発給し管理していたわけであるが、ここで問題は、元を往来する貿易船がすべて公験を所持することが義務付けられていたかどうかである。すなわち、市舶則法が中国側の船舶はもちろん、外国からの船舶にも一律に適用されたかどうかが判然としないわけである。　
例えば、日本船がこの市舶則法の適用対象であったかど
うかも明確ではない。市舶則法が中国を往来するあらゆる船舶に適用される規定であるとする立場からは、日本船も他の船舶と同様、帰国の時には慶元市舶司 公験を発給さ
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れ、次回元へ来航する時にはそれを返却する必要があったとされ
る（３）
。このような解釈からは、市舶司が廃止され海外
渡航が禁止されると日本船も基本的には往来できなかったことになる。　
元はしばしば市舶司を廃止し船舶の出航を禁止してい
る（４）
。元代の海外貿易は市舶司の管理下に行なわれる官許貿
易であって、手続きさえ済ませば誰でも貿易 参加できたが、市舶司やそれ 相当する官衙が廃止されてしまうと、貿易の許可を受けること できず、民間貿易 の出航 全面的に禁止されたとい
う（５）
。日本船も公験を発給され貿易し
ていたとすれば、やはり出航禁止の対象になったはずであろう。　
一方、海外渡航禁止は元の住民に適用されるもので、外
国船である日本船はその対象にはならなかったとする立場もあ
る（６）
。こちらは明言こそしていないが、日本船は公験発
給の対象にはならなかったとみているのだろう。ま 公験なく往来していたとする 、日本船は市舶則法の対象にもならなかったことになる。　
このような混乱が生ずる背景には、外国船について 別
の貿易規定が く、中国商船に適用された市舶則法が外国船にもそのまま適用されたとみる
か（７）
、そうでないかにより
判断が分かれるためであろう。ただ、後者の立場からは、
市舶則法に立ち入った分析を通して市舶則法の対象から日本船を外しているわけではなく、海外渡航禁止令がなされた時期でも日本船の往来はあったという実態を指摘するに止まってい
る（８）
。それでも関連法令と実態が齟齬するという
ことは、該当法令の適用対象が限定された可能性を秘めている。そこで、本稿では、市舶則法の対象を明確にし、元朝が目指した船舶往来の構造を確かめて、その構造からはみ出る存在として外国からの貿易船が存在していた側面を検討してみたい。一
　
市舶則法からみえる船舶往来の構造
　
元代の貿易関連規定は宋代のものを継承したものと評価
される。貿易関連の基本規定である市舶則法 見ればそれは確かである。市舶則法の主要な根幹のひとつ ある関税を取ってみても、貿易品を高級品と一般品にわけ関税を徴収する方針に変わりはない。　
基本的に宋代の関税は商品別の課税方式が取られ、貴重
品である細色 十分の一、 一般品である麤色は十五分の一を徴収してい
た（９）
。それは引き続き、元代にも確認さ
れ
）（1
（
、至
元二〇（一二八三）年に細色は一〇分の一、麤色は一五分の一と定められた。また、至元三 年には こ 他に、
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三〇分の一の舶税が追加された。 その後、 延祐元 （一三一四）年には、細色が一〇分の二、麤色が一五分の二と二倍になり、この税率が元末まで維持された。舶税という追加関税がかけられたり、税率が二倍になったりしたとはいえ、貿易品をその性格により区分して課税する方式に変わりはなかった。　
このような基本方針は、クビライ（世祖）が南宋を滅ぼ
して東南海岸を接収した時期から確かめられ
る
）（（
（
。海岸地域
の住民が海外と往来して交易してきた貨物は、その一〇分の一を取り、安物は一五分の一を徴収する 、そ は市舶官が担当すること、その出航と帰来 は 必ずその目的地を記し、貨物を検査してから、公文を発給する 、そこは（戻る）期日も定められ、大体みな宋 旧制度により法を定めたとある。そこから元の市舶制度が宋 制度を踏襲したことは確かめられる。　
一方、元を出発し戻ってくることが前提になっているの
で、この規定が江南海岸 諸郡から へ出かける船舶対象にしたものであり、海外から江南の港を訪れる船舶対象にしたも ではないことも読み取れる。先に言及 た関税もやはり「回帆」した船舶を対象にしたも であった
）（1
（
。
　
したがって、市舶則法は基本的に元の港を拠点に海外を
往来する船舶が対象であった可能性が高い。一見して、外国からの船舶に対する規定のようにみえる場合でも、詳細を確認してみ とそうではないことがわかる。　
例えば、市舶則法には、 「番船」や「南船」が公憑・公
験を発給してもらい海外へ出かけて戻 てきたが、遭難事故や海賊被害にあった場合は、 所在の官庁へ申し出 こと、所在の官庁は事実であ ば関連文書を市舶司へ送り、市舶司は行泉府司の役所へ伝達し、 再度事実確認を行なうこともし遭難事 が事実であると判明した場合は、まさにもと発給した公憑や公験の番号を削除 こと、もし遭難事故や海賊被害 偽り貨物を搬出した場合は、しかるべき官庁へ送り尋問 て断罪し貨物は没収すること、が定められてい
る
）（1
（
。
　
ここにみえる「番」や「南」は外国や海
南
）（1
（
を指すと思わ
れるが、そこから「番船」や「南船」を外国船や海南判断する向きもあるだろう。しかし、両方 公験を発給してもらって海上へ出 けており、その往来過程で遭難 故や海賊被害に遭った場合が想定されている。しかし、外国船や海南船でなくても海上で事故に遭う可能性は存在するわけで、この規定を外国船や海南船につい のも だとすると、他の船舶が不意の事故に遭った場合を想定した規定が別に必要になってくる。しかし、そういう規定は市舶則
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法からは確認されない。したがって、この「番船」や「南船」が船籍や出自を指すのではなく、目的地を指すとみる方が妥当であろう。すなわち、海外や南海方面へ出かけた船が不意の事故に遭った場合の手続きを定めたものであると解釈するわけ る。そうだとすると、市舶則法に「番船」に関する規定 あるだけで、これが外国船にも適用される規定であるとは限らない　
先に言及した条文の他に、市舶則法
  に「番船」がみえ
る事例としては、 「南番人」がもたらした貨物についての規定が確認され
る
）（1
（
。それを詳しくみると、連れてきた「南
番人」が将来す 貨物は、本国当地より公験の後に添付されている空
紙
）（1
（
に該当者の姓名、貨物の名ならびに重さなど
を詳しく書いてもらい、市舶司に到着するとその数に合わせ例により関税を徴収することが明記されている。また、その人が本国へ戻る時には、彼が乗る「番船」 公験 中に持ち去る貨物を書き足し、輸出禁止品の持ち出しを禁じている。ここから、 これは公験を所持した船に便乗 た 「南番人」 関する規定であること わか 一方、元側が公験を通じ 海外当局との二重確認により往来者を管理しようとしたことも読み取れ 。　
ここで問題になるのは、彼が帰る時乗り込むという「番
船」の性格である。自国を訪れた貿易船に便乗して元を訪
れた人が自国へ戻るとき、元と自国を往来するあらゆる船舶に乗る可能性があり、この「番船」もかならず外国船を指すとは限らない。却って、この「番船」 「南番人」が元で雇った船舶で、貿易に出かける中国商船であるとの意見もあ
る
）（1
（
。少なくとも、ここにみえる「番船」も海外へ出
かける船という意味で解釈するのがもっとも妥当であろう。　
このように「番船」が目的地を指すとすると、市舶則法
が基本的には元に拠点を置いて活動 船舶が対象であったことがより明確になる。それ 市舶則法の制定が議論されていた至元二八（一二九一）年頃、市舶業務を担当していた忙兀臺（マングタイ） ・沙不丁（シハーブ
=
ゥッディー
ン）などの官吏が自分達の利益のために、 来航すると、兵士に看守させて、その船舶を封じ込め、高級品を選び収奪したため、外国からの船舶は来航しなくなり、中国から海外へ往来する船舶も少なくなっていた状
況
）（1
（
を反映し
ているだろう。先に言及し 「南番人」の事例 も、海外の人が来航する方法として、公験を所持した船舶に便乗するだけで、向こうからの船舶に乗って来航する場合を想定していないのも、 からの貿易 が殆ど来ない状況 反映しているためと思われる
 
　
それでは、市舶則法に公験を所持して海外を往来する船
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舶以外に、他の船舶がまったく確認されないかというとそうではない。延祐元年に制定された市舶則法には「番國遣使」に関する規定が加わる。それによると、外国が使者を送り礼物を齎して宮廷へ赴き謁見する場合は、齎したものを詳しく当地の市舶司に報告させ、市舶司はそれを計量して調査し、他に携帯 もの なければ、行省へ報告し、行省は都省（中書省）へ咨文を送ること もし隠して報告しなかったり、他人の貨物を携帯して課税を受けなかった場合は、共に密輸で処罰し該当貨物は没収す こと、ま 、没収した物の半分は告発 へ賞と 与えることが規れてい
る
）（1
（
。すなわち、市舶則法には他国からの朝貢船が想
定されていたわけであ
る
）11
（
。
　
したがって、市舶則法からは、公験を持参して中国から
海外へ出かける貿易船と海外からの朝貢船という二つ 船舶がうかがえるだけで、それ以外の船舶は想定されて ない。このような想定は、元側からの貿易船と向こう側からの朝貢船というパタンが一般化 ていた実態を反映したものであると思われる。そ を 至正二五（一三六五）年作成された「泉州兩義士傳」にみえる孫天富と陳宝生の事例から探ってみよう。　
孫天富と陳宝生は泉州人で、共に資本を出し合って海外
貿易に乗り出したが、 彼らが訪れた外国は高麗から闍婆 （現
在のインドネシアのジャワ島） ・羅斛（現在のタイ中部のロッブリー地方）など東西の諸国で、中国から数十万里に及んでいた。その地域の父子・君臣・男女・衣裳・飲食・居住・嗜好などは、各々そ 習俗があり、中国とは異なる。まさに当時中国は平和で、武器は武庫の中に納め、礼楽の風潮が光り輝くようであった。諸国から 「來王」はまた海上を覆い未だ已まず、中国から諸国へ至る も、東西の家のようであった。しかし商売の めに行き、共に利益を分かち合い財貨を競うに過ぎ かったのに、両人はやは商売に励むとは言っても、異国人はこ 両人の人柄が他の人とは異なると判断した、とい
う
）1（
（
。
　
孫天富と陳宝生は、 「泉州兩義士傳」が作成された
一三六五年には「今居吳之太倉」 見えるように海運の要所である太倉（現在の蘇州市太倉） 移り住ん いた。それは一三五一年に紅巾の乱が勃発 後、泉州が武装勢力の占拠する場所となり戦乱が続いたので、張士誠の管轄下にあり比較的安定していた太倉に移っ ためと推定される
）11
（
。
 
　
ただ、孫天富と陳宝生が泉州を拠点に海外貿易に専念し
た時期はそれ以前であり、中国が平和な時期であった いうからには紅巾の乱が勃発する前であろう。そ 時の貿易は、諸国から元へは朝貢船が、中国から諸国へは商船が一
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般的であったわけだ。　
このように中国からの貿易船と外国からの朝貢船を基本
とする往来方式が一般化したとはいえ、それ以外の船舶の往来が全くなかったわけではない。そのような例外事例に備えて、抽分・市舶・関防関連の条文に、記載が不十分であるが処理すべき事柄がある場合 、行省と行泉府司が適宜事情を参酌し慎重に処理することが決められてい
た
）11
（
。市
舶則法に記載がない事例が発生した 市舶司 上級機関に当たる行省と行泉府司の裁量に任されていたわけであ
る
）11
（
。市舶則法に記載がないというのは想定外の事態が発
生したことを意味し、それを例外事例として扱うこと事態が元朝が構想していた船舶 の構造を逆に反映しているだろう。そこで、以下では市舶則法 適用されなかった高麗と日本の場合を検討し、それ 元の対外政策をどのように反映しているのかを考えてみたい。二
　
例外事例として高麗・日本の場合
　
①
　
高麗の場合
　
元代、高麗と元間の交流は主に陸路が利用され、海道の
利用は相対的に副次的なものであった。元が中国を統一した後、南北経済の広範な交流が始まり、首都大都（現在の
北京）は全国の商業中心地として成長した。元朝はこのような商業網をつなげる交通路を重視し、高麗からも中国東北部を経て大都へ到る陸路が相当整備され、利用しやすく比較的安全であった。それに比べ、海路は漂流はもちろん頻繁な海賊の出没で比較的危険であった。そのため、元と高麗間の往来は陸路を利用するようになり、海路の重要性は次第に低くなったとい
う
）11
（
。これは、高麗と元との貿易で
は、それ以前に比べ、江南との貿易が衰退し北部との貿易が盛んであったとの評
価
）11
（
にもつながる。
　
それでも海路が完全に廃れたわけではない。当時、江南
の租税は海上ルートを通じて大都ま 輸送されたが、その海運は積出港であった太倉より長江 北上し、山東半島から直沽（現在の天津）へ至り、そこから河運で大都まで繋ぐものであった。それとは別 、山東半島から遼東や高麗まで至るルートもあり 利用して兵糧米や賑恤米が運ばれ
た
）11
（
。元朝は日本への遠征費用や飢民救済のため
に遼東・高麗へ米を送っている。　
そのためか、海上輸送を担当した勢力の中には、高麗と
の貿易 参加するものも現れた。太倉を地盤に海上輸送を担った殷九宰は、元朝から支給される輸送料（舶脚銭）を元手に高麗と交易を行い大きな富を築いたとい
う
）11
（
。先に上
げた孫天富と陳宝生のように泉州 高麗を往来した事例
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もあり、このように江南から訪れた商人が高麗王のために宴会を開いた記事も確認され
る
）11
（
。また、彼らの往来を通じ
て高麗へ渡ったと思われる 僧侶の事例もあ
る
）11
（
。
　
一方、
  高麗からの船舶往来も途絶えたわけではない。
一三一四年頃には、成均提擧司が博士の柳衍・学諭の兪迪を江南へ遣わし、書籍を購入させた事例が確認される。該当船舶は、到着する前に破れてしまい、柳衍などは身一つで上陸したが、当時 太子府参軍として南京にいた判典校寺事の洪瀹が、柳衍 宝鈔一五〇錠を送り、経書一万八〇〇卷を購入させ 帰国させたとい
う
）1（
（
。
　
その中には、高麗王が直接使者を派遣して貿易した事例
も確認される。元貞年間
(
一二九五～九六
) 、高麗王が周
侍郎を遣わし、海を渡って来て貿易しようとし ので、官吏は泉州・廣州市舶司のように三〇％の関税 取ろうた。しかし、江浙行省の右丞の地位にいた史耀は、高麗王は
駙
馬になったうえ内附して久しいのに、 「海外不臣之國」
と同じ待遇をすべきではないとして、ただ 〇分の一の税だけを徴収させたとい
う
）11
（
。江浙行省の官吏が貿易船の関税
に口出しした理由は、宋代から高麗船が訪れ 慶元市舶司が江浙行省の管轄下にあったためであろう。　
前に述べたように、元貞年間の関税は、細色は一〇分の
一、麤色は一五分 一で、この他に三〇分の一 舶税が追
加されていた。したがって、ここにみえる三〇％という関税は、市舶則法からは確認されない高い数値であることがわかる。海外の服属しない国には高い関税がかけられ、元との朝貢関係に入らない限り経済的に不利な条件に置かれたことがうかがえる。　
一方、
駙
馬となった高麗王の商品に対しては、関税が免
除され、三〇分の一の舶税だけが徴収された。この三〇分の一という税率は元国内商品が交易の時収めた税率と同じで、高麗王の商品が元国内商品と同じ扱いを受け ことにな
る
）11
（
。
駙
馬が派遣した貿易船の関税について、延祐元年の
市舶則法には、わざわざ通常 場合と同じく徴収することが明記されており、それ以前から免除する慣例があったことがうかがえる。すな ち 諸王・
駙
馬・権力者・有力者・
僧侶・道士・キリスト教徒・イスラム教徒などが、海外へ行って交易してきた物資 すべて例により関税を徴収すること、もし隠し持っていて徴収しなかった場合は、例により関税を徴収し、諸人の告発を認め、尋問して本当なら銭物は没官し 犯人は杖刑一〇七打に処 官吏 免職すること、そして没官した物のうち半分 告白人に与え賞に充てること、もし関税の免除が明記された聖旨や懿旨（皇太子や皇后の命令）を所持 ている場合は 行省・宣慰司・廉訪司に命じついでに回収させることが規定されてい
る
）11
（
。
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しかし、該当規定は至元三〇年には「和尚・先生・也里
可温・答失蠻・人
口
）11
（
」
）11
（
  と主に宗教関係者が対象になって
おり、
駙
馬が自分の地位を利用して関税の免除をうける動
きは一二九三～一三一四年の間に顕著になったと思われる。ここで確認される高麗王への関税免除処置もその傾向を反映しているのであろう。　
②
　
日本の事例
　
日元貿易は一二八一年の戦争をきっかけに中断されてか
ら、一二八九年以前に 復活されたよ であるが、依然として不安定な状況が続いた。しかし、 〇二 頃より 「不臣之國」として日本 認めて受け入れる体制を整えてから活発化す
る
）11
（
。 しかし、 日本との貿易が正常化したからといっ
て、日本船についての警戒がなくなったわけ はない 元はむしろ警備強化を前提として貿易を許可 ているからである。　
クビライ期においては、日本船への貿易許可は日本招
諭という政治的動機が込められてい
た
）11
（
。しかし、元朝が、
一二九九年の一山一寧の派遣を最後に、三〇 上 及んだ日本招諭を諦めた事は、日本を不臣国として固定的 位置づけることにつながり、新たな警備強化体制が慶元に敷かれ
た
）11
（
。すなわち、一三〇三年慶元に設置された浙東路都
元帥府と一三〇四年慶元の外港に当たる定海に設置された定海千戶所は、毎年訪れる日本船に備えるための機関であった。　
それだけでなく、日本船には他の船とは違う貿易条件が
適用されたようである。それを一三〇五年 入元し 龍山徳見の行状から探ってみよう。龍山徳見は、二二歳の時（一三〇五年） 、商船に乗り慶元に到着した。しかし、当時は高麗・南宋・大理等の諸国がモンゴルによって統合された時期で、ただ日本だけが服属しなかったので、 との貿易を許そうとしなかった。その関税を高めるために、ただ商人の上陸を禁止しただけでなく、僧侶もま 入城を許さず、それに違反した者は、スパイに準じて賞罰したという
）11
（
。
　
　
ここから、服属しない日本の場合、その関税を高めたこ
とがわかる。それでは、日本に対 てはどれぐらいの関税がかけられたのであろうか。 れには、高麗王が派遣した貿易船の事例が参考になる。 先にあげ 該当事例に ると、泉州・廣州市舶司では「海外不臣之國」 対 て三〇％関税を徴収していた。したがって、 「海外不臣之國」にあたる日本もやはり三〇％という高い関税の対象であっ と思われ
る
）1（
（
。
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以上で確認した高麗や日本の事例では、両国の船舶が市
舶則法に定められた関税の適用を受けることなく、市舶司やそれを管轄する官庁の官吏の裁量に任されていた。それは、
  両方とも元が想定していた中国からの貿易船と外国か
らの朝貢船というパターンから逸した外国からの貿易船であったためであろう。　
一方、両国の事例からは、一三世紀末から一四世紀初頭
にかけて「海外不臣之國」の貿易船と経済的制裁と 結びつける考え方が登場したことも読み取れる。それでは、次にこの「海外不臣之國」という枠組みが設定された意味を考えてみたい。三
　「海外不臣之國」の設定の意味
 　「海外不臣之國」という枠組みは海外遠征政策の終了と
大きく関わっている。海外 対する遠征が続く限り、未だ服属していない地域はいつかは征服 対象であり、 「海外不臣之國」として固定する必要はなかった。また、 の制裁も軍事的なものであり、経済的なものではなかっ 。そのため、二回にわたる軍事衝突 も関わらず、日本船の貿易は認められたのである。しかし、軍事的な征服を諦めた瞬間、 周辺を た地域と「海外不臣之國」とに分け、
後者には不利な貿易条件を突きつけたわけである。軍事的な制裁から経済的な制裁へと手段を替えたことになる。　
このように「海外不臣之國」と経済的な制裁を結び
つける対外政策はテムル（成宗）が帝位（一二九四～一三〇七）についてからのものである。それ以前のクビライ期
(
在位一二六〇～九四
)
までは、
  周辺地域に「內屬」
あるいは「内附」と称するより実質的な服従関係を強制しており、そのためには武力行使も辞さ かった。例えば、至元五（一二六八）年には東夷 みな「內屬」しているが、ただ日本だけが正朔を受けていないとの認識を示しているが
）11
（
、その「內屬」の実態は、人質の提出・軍事協力・物資
の供出・駅伝の設置・戸籍の提出、監督官（ダ ガチ）の設置などであっ
た
）11
（
。このような実質的な服属関係は 「內屬」
の義務が果たされない限 つでも軍事的緊張をともなうものであった。　
しかし、クビライの死後、海外に対する遠征政策は放棄
され、形式的な朝貢関係に基づいた交易中心へと、対外政策の基調が変わったわけであ
る
）11
（
。このような動きは内陸で
の元の政策転換とも連動してい 。一二六九年・一二八一年を境に強化された高麗・チベット君長家に対する元朝の干渉は、テムル代になると入質を解放する形で緩和されており、この転換は武力行使に基づいた対外政策を放棄した
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ことに起因していると思われ
る
）11
（
。周辺地域を 「内附」 や 「內
屬」 いう形の実質的な服属関係へと導こうとする方針が、朝貢関係を結ぶだけに留まる方針に変わり、 既存の「内附」や「內 地域についての束縛も緩められわけである。その表れが「海外不臣之国」と う枠組みであった。　
ただ、この「海外不臣之国」という枠組みは、単に経済
的制裁 ためだけのものであった よりは、龍山徳見の行状からも確認できるよう 該当国からの来航を防ぐ狙いもあったと思わ る。なぜなら、当時の市舶則法からすると、中国から海外を往来す 貿易船は一〇％の関税を納めれば いわけであっ が、こ ような中 船が自国を訪れる限り、 「海外不臣之国」側も、彼ら 貿易品を託すか、あるいはそれらの船に便乗する方 、三〇％の関税を収めるべき貿易船を出すより有利であったと考えられるからである。　
一方、
  服属した国々は朝貢船を出す方が有利であっただ
ろう。それは、朝貢使節が朝貢品以外のもの 密搬入して関税を免れようとした動きからうかがえるように、名目で貿易を行なう方が有利であるからである。元と南海諸国の通商関係において、朝貢貿易が通商関係のすべてではないが、宮廷以外の場における付属的な商取引も含めと、朝貢貿易が占める割合はかなり大 ったという指摘
はこのような状況を反映しているだろ
う
）11
（
。したがって、 「海
外不臣之国」という枠組みを定めた後、中国からの貿易船と外国から 朝貢船という傾向はますます強まったと思われる。　
ただ、日本の場合は、他の地域とは異なり、中国との貿
易は日本を起点としたパターンが一般化し、中国から日本を訪れる貿易船は殆どなかった。日元間を往来した船舶の中で確実に中国 拠 に活動した船といえる事例はあまりなく、そう断言できる場合でも、恒常的に日元間を往来していた船舶であったというより 、一時的 来日に過ぎなかっ
た
）11
（
。したがって、日本の場合は、直接貿易船を出すし
か方法はなかった。 際、 『元史』で外国からの商船が確認できる事例は日本商船だけ あ ことがそ 傾向を反映しているだろう。　
しかし、日本船との貿易はいつも緊張を孕むものであっ
た。その傾向は日本商人が官吏の不正のため、慶元 暴動を起こしてから強化される。一三〇九年 慶元路の官吏と日本人の間に衝突が発生し、そのため慶元路 城が尽く焼かれた。それで、元側は諸寺を巡検し 僧を捕まえたが、天童寺は最も重い被害に遭い すでに数十人が捕らえられ、公的運送ルートを利用して大都まで送られた。その中に龍山徳見も含まれ、不意にも洛陽の白馬寺 置かれた
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とい
う
）11
（
。
　
この暴動事件を契機に、元朝の日本人への警戒は、
  軍隊
やスパイに対する警戒から倭商の暴動に対する警戒へと主な警戒の対象が変わったとい
う
）11
（
。その様子が、日本船との
貿易を監督した王克敬の逸話からうかがえる。王克敬は、延祐四（一三一七）年、四明すなわち慶元へ行って日本人の貿易を監督するよう なった。彼以前に、監督に行く者は日本人の性情が測りにく ことを懼れて、必ず兵士を配置して自衛し、大敵に備えるかのようであった。王克敬が至り、このような措置を全部解き、恩をもってなだめたで、みな従順であえて喧嘩 者は かった。日本遠征に従軍して捕虜になった江南出身者がいて 今回の日本商船に従い中国へ至り、王克敬に訴えて、故郷へ帰 ことを願い出たが、あるい 禍 もとに ることを恐れた。それについて、王克敬は軍士が恩徳に従い帰順してきた にどうして受け入れないだろうか。もし問題が起き と、自分が責任を取ると言って 奏上 きたので、朝廷は喜んだとい
う
）11
（
。
　
ここから、日本船との貿易は依然として衝突の可能性を
孕むものであったことがわかる。
  それが王克敬のように
日本船だけを監督する官吏が置かれた理由であろう。このような官吏の存在は他にも確認さ 、元代海運の立役者で
あった朱清・張瑄の勢力は一三〇三年に粛清され一三一〇年には復権されたが、その時、
  張瑄の子、張文龍は日本商
船を取り締まる職についてい
る
）1（
（
。このように一三一〇年か
らは確認される日本船を監督する専門官吏の存在も、やはり倭商の暴動により強化された防備体制の一つと考えるべきかもしれない。　
相手国と公的な外交関係を結んでいない場合、相手国の
人が問題を起こして逃げかえ としても 人を突き止めて処罰することは はだ困難であった。国境を跨ぐ人々の活動は、関連するすべての国家の協力なしに管理簡単ではなかった。元にとって、日本はその危険性を孕む数少ない国 一つであったわけである。そのため、貿易は武装した兵士の厳重な監視下で行なわれ ようになが、それでも効果がないと貿易自体を禁止し とする動きが出てくる。　
一三三五年、僉燕南河北道肅政
廉
訪司事に任じられた凱
烈氏（ケレイト部）のバシ（
㧞
實）は、日本が未だ服属し
ないことを理由に、中国へ到来するこ を禁じるように上奏し施行されたようであ
る
）11
（
。この措置は一時的なもので、
一三四三年からは再び日本船を受け入れたようで る
が
）11
（
、
「海外不臣之國」という枠組みはいつでも貿易禁止につながる可能性を孕んでいたとみてよいだろう。
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おわりに　
本稿では、元の市舶則法は中国からの貿易船と海外から
の朝貢船を想定しており、それは当時の船舶往来の実態を反映したものであったことを指摘した。ただ、元朝が初めは外国からの貿易船が殆ど来航しない状況に基いて船舶管理を試みたとしても、 武力行使を放棄して「海外不臣之国」という枠組みを設定してからは、 「海外不臣之国」からの船舶の往来をできれば阻止しようとする意図があったことも指摘した。　
このように元代にはすでに中国からの貿易船と外国から
の朝貢船という構想が出来上がり、 「海外不臣之国」からの船舶の往来も日本を除いては殆どなくなっていた。それは「海外不臣之國」の貿易船を完全に禁止して朝貢国の船舶だけを受け入れるという考え方に転換 やすか た。特に「海外不臣之國」から来た人達との交流 トラブル 発生し、それを取り締まる有効な手段がみつからない場合はその可能性がもっと高まったであろう そ 意味でも「海外不臣之國」という概念は朝貢国だけを受け入れる体制につながりやすい。　
また、 「海外不臣之國」という枠組み設定とほぼ同じ時
期である一三〇三年 、市舶司 廃止にともな 海外渡航
禁止令が出ていることも注目される。この措置は一三〇八年には解除され市舶司は復活しているが、その後も市舶司の存廃は繰り返され
る
）11
（
。このような一種の海禁措置は外国
との交流を国家が独占しようとする意図から出たも であると評価される
が
）11
（
、一方では「海外不臣之國」に朝貢を促
す側面もあっただろう。　
周辺諸国に朝貢関係を強要するためには、中国側からの
渡航禁止が必須であった。たとえば、宋朝 日本へ牒状を送り朝貢を促したこともあった
が
）11
（
、日本側は宋と朝貢関係
を結ぶことを拒否し、両国間で 公式的な外交関係が樹立することはなかった。しかし、両国を往来する宋商の船舶を利用して日本に必要な物資を調達す こ は可能であったし、僧侶も往来できた。その延長線上で元と日本の交流も存在していたわけである。したがって、日本のよう 国に朝貢という形式を受け入れさせ めには、民間商人の渡航禁止が必要であった。　
つまり、 「海外不臣之國」と海外渡航禁止令は連動して
いたわけである。この朝貢体制の前身とも思われる「海外不臣之國」と海外渡航禁止令が一四世紀の初めには出現していたことは海域アジアの交流を考える上 重 ポイントではないだろうか。
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註（１）地方最高の行政機関である行省に市舶事務を管理させる
のが元朝の基本方針であっが、一二八〇～一三一一年の間には、中央に泉府司を、関連行省には行泉府司を置いて、特権御用商人であるオルトク （斡脱）と市舶事務を管理させた時期もあった （
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六九頁
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二十三條 （至元三〇年） 。 『大元通制條格』巻一 、市舶、延祐元年市舶則法。
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（５）四日市康博 「一三～一四世紀における中国
- 東南アジアの
通交と貿易―元朝から見た西洋港路上の南海諸国と 関係を中心に―」 『昭和女子大学国際文化研究所紀要』二一号、二〇一四年、一七頁。
（６）榎本渉 「元朝の倭船対策と日元貿易」 『東アジア海域と日
中交流―九～一四世紀』 （吉川弘文館、二〇〇七二〇〇一年、 一頁。
  壇上寛、
  前掲論文 （注四） 、二九―
三〇、 五 五二頁。
（７）陳高華・呉泰、前掲書 （注一） 、九三頁。陳高華
  「元朝与
高麗的海上交通」 『震檀學報』七一・七二号、一九九一年、三五五項。江静、前掲論文 （注三） 、二一頁。
（８）ただ、
  四日市氏は、入元と帰航とを分け、往路 （日本→中
国）は市舶司の廃止に関係なく通年渡航しているが、帰路（中国→日本）は市舶司の設置 （海禁解除）期間しか戻っていないことを理由に、日本船も市舶則法の適用対象であったと判断している （四日市康博 「
14世紀の日本と元朝の海上
交易における新安船」 『アジア・太平洋海洋ネットワークと水中文化遺産』 発掘
40周年記念国際学術大会資料集、
二〇一六、 一〇、 二六、韓国木浦） 。しかし、往復ができこそ目的を達成する貿易船が帰航できない状況で通年元へ向け出発したとは考えにくく、史料上は確認できなくても、帰航することができたので日本から出発したとみる方が妥当ではないだろうか。
（９）黃純艶 『宋代海外貿易』 （社会科学文献出版社、 二〇〇三年）
一四一頁。山崎覚士 「貿 と都市―宋代市舶司と明州―」 『東方学』一一六号、二〇 八年 九八頁。
（
10）陳高華・呉泰、
  前掲書 （注一） 、八七―八八頁。高栄盛 『元
代海外貿易研究』 （四川人民出版社、 九九八年）二〇 ―二一一頁。
（
11） 『元史』
  卷九四、志四三、食貨二、市舶、 「元自世祖定江南、
凡隣海諸郡與蕃國往還互易舶貨者、其貨以十分取 、粗者十五分取一、以市舶官主之。其發舶迴帆、必著其所至之地、驗其所易之物、給以公文、為之期日、大抵皆因宋舊制而為之法焉。 」
（
12） 『大元聖政國朝典章』巻二二、戸部八 市舶、市舶則法二十三條。 『大元通制條格 巻 八、 市舶 延祐元年市舶則法。
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（
13） 『大元聖政國朝典章』巻二二、戸部八、市舶、市舶則法二十三條、 「番船・南船請給公憑・公験回帆、或有遭風・被劫事故、合經所在官司陳告體問的實、移文市舶司 轉申總府 （司）衙門 再行合屬體覆。如委是遭風・被劫事故 方與削落元給憑・験字號。若妄稱遭風等搬
捵
船貨、送所屬究問
斷没施行。 」
  延祐元年に制定された市舶則法にも大体同じ条
文が確認される。
（
14） 「南船」の 「南」は海南島を指すと思われるが この島は海外ではないが、辺境に位置しており、南方では占城 （チャンパ）と、西方では交趾 （ベトナム北部） 接し、周囲の海洋が四千余里に及び、中の百洞を基盤に黎・
獠
族が雑居する
地域であったため （ 『 史』卷九二 志四一
  、百官八、
  「元統
二年十月、 湖廣行省咨、 『海南僻在極邊、 南接占城、 西隣交趾環海四千餘里、 中盤百洞 黎・
獠
雜居、 宜立萬戶府以鎮之。 』 」 ） 、
 
公憑・公験を発給して管理していたと思われる。
（
15） 『大元聖政國朝典章』巻二二、戸部八、市舶 市舶則法二十三條、 「夾帶南番人將帶舶貨者、仰從本國地頭、於公験空紙内明白備細填附姓名 貨物名件斤重 至市舶 照數依例抽税。 如番人回還本 、 亦於所坐番 公験内附寫將去物貨、不致將違禁之物。 」
  延祐元年の市舶則法からも類似の条文が
確認される。
（
16） 『大元聖政國朝典章』巻 二、戸部八、市舶、市舶則法二十三條、 「公験後空紙八張、泉府司用訖印信 於上先 開寫販去物貨各各名件・斤重若干、仰綱首某人親行填寫。 」
  公
験の後ろには空紙八枚を添付し、市舶司の上級機関にあたる泉府司の印章を押して置き、公験にまず販売貨物の各々の品目と重さの若干を書き記し、後は船長某が直に書き込
むことが定められていた。
（
17）高栄盛、前掲書 （注一〇） 、二六七―二六九頁。
（
18） 『大元聖政國朝典章』巻二二、戸部八、市舶、市舶則法二十三條、 「近来忙兀臺・沙
不
丁等自己根尋利息上頭、船毎
來阿、教軍毎看守着、將他毎的船封了、好細財物選揀要了、爲這般奈何上頭 那壁的船隻不出來有、
咱
毎這裏入去來的
毎些小 。 」
（
19） 『大元通制條格』巻一八、市舶、延祐元年市舶則法 「一、番國遣使
賫
擎禮物赴闕朝見、仰具所
賫
物色報本處市舶司秤
盤檢驗、別無夾帶、開申行省、移咨都省。如隱藏不報 或夾帶他人物貨不與抽分者、並以漏舶論罪斷没 仍於没官物内壹半付告人充賞。 」
（
20）それでも、朝貢船に関する規定が一二九三年の市舶則法には確認されない点も注目される。もちろん、これは朝貢使節が朝貢品以外のものを密搬入しようとする動きを取り締まる規定なの 、一二九三年頃にはそのような動きは一般化していない可能性もなくはない。しかし、むしろ朝貢船が朝貢品以外のも を携帯してきて貿易する 般的であることから考えると、それ以前にも取り締まりの対象になるような動きがあって当然のようにも思わ これはむしろ一二九三年頃には表向きには であるが実際には貿易を目的とした船舶よりは、元の軍事的圧力に屈服して政治的な交渉に訪れた船舶 船の主流を成し いたことの反映では いだろうか。東南アジア 国々が元と安定的な朝貢関係を結ぶのは、大体元貞 （一二九五～九七）以後であることも参考にな （榎本渉、前掲論文 （注六） 、一五九頁注一二） 。
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（
21）王彝 「泉州兩義士傳」 『王常宗集』續補遺、 「其所涉異國、自髙句驪外、若闍婆・羅斛、與凡東西諸夷、去中國亡慮數十萬里。其人父子・君臣・男女・衣裳・飲食・居止・嗜好之物、各有其俗、與中國殊。方是時中國無事、干戈包武庫中、禮樂之化煥如也 諸國之來王者且颿蔽海上而未已、中國之至彼者、如東西家然。然以商賈往、不過與之交利而競貨、兩人者雖亦務商賈、異國人見此兩人者為人有特異也。 」
（
22）陳高華
  「元代泉州舶商」 『元史研究論稿』 （中華書局、
一九九一年）初出一九八五年、四三〇頁。
（
23） 『大元聖政國朝典章』巻二二、戸部八、市舶、市舶則法二十三條、 「一、 抽分・市舶・關防節目 若有該載不盡合行事理、
 
行省・行泉府司就便斟酌事宜、從長施行。 」
（
24）注一参照。ただ、泉府司が完全に廃止された延祐元年の市舶則法では、例外事項の処理は行省の裁量に任せられている （ 『大元通制條格』巻一八、市舶 延祐元年市舶則法
  ） 。
（
25）陳高華、前掲論文 （注七） 、三五四―三五五項。
（
26）江静 「元代中日通商考略」 『中日関係史料与研究』一号、二〇〇二年、九八頁。
（
27）陳高華、
  前掲論文 （注七） 、三五二項。
（
28）植松正 「元代の海運万戸府と海運世家」 『京都女子大学大学院文学研究科研究紀要 （史学編） 』三号，二〇〇 年一五七―一五八頁。
（
29） 『高麗史』卷三二 忠烈王二七 （一 〇一）年八月条 「戊子、
  江南商客享王于壽康官。 」
（
30） 『高麗史』卷一〇七、列傳二〇、諸臣、權
㫜
、 「江南僧紹瓊、
泛海而至
㫜
欲出家師事之。 」江南の僧侶紹瓊が海を渡って
高麗へ至ると、退職した權
㫜（一二二八～一三一一）は出家
してその教えを受けようとした。
（
31） 『高麗史』卷三四、忠肅王元 （一三一四）年六月庚寅条、「初成均提擧司、遣博士柳衍・學諭兪迪于江南、購書籍、未達而船敗、衍等赤身登岸。判典校寺事洪瀹、以太子府
叅
軍、
在南京、遺衍寶鈔一百五十錠 使購得經籍 萬八百卷而還。 」判典校寺事は儒教経典を含めた種々の図書の保管・印刷を担当した典校寺の正三品官職 （ 『韓国古典用語辞典』 ） 。
（
32）姚燧 「榮祿大夫福建等處行中書省平章政事大司農史公神道碑」 『牧庵集』一六、 「 王遣周侍郎、
　
浮海來商、有司求
比泉廣市舶十取其三、公曰王于屬為副車且內附久、豈可下同海外不臣之國、惟如令三十稅一。 」
（
33）陳高華、
  前掲論文 （注七） 、三五五項。魏恩淑 「元干渉期の
對元貿易― 『老乞大』を中心に―」 『地域と歴史』四号
< 原文
は韓国語
> 、一九九七年、八四項。
 
（
34） 『大 通制條格』巻一八 市舶 延祐元年市舶則法、 「諸王・駙
馬・權豪・勢要・僧・道・也里可温・答失蠻諸色人等、下番
博易到物資、並仰依例抽解。如有隱匿不行、依理抽解、許諸人首告、取問是實、
  錢物没官、犯人決杖壹佰
柒
下、有官
者罷職、 仍於没官物内壹半付首告人充賞。 若有執把免抽聖旨・懿旨、仰行省・宣慰司・廉訪司就便拘収。 」
（
35）人口は一般的に奴隷 （下僕）を意味するが この場合は大商人或いは王族・貴族の代理人としての特殊な立場の奴隷を指すと考えられる （四日市康博氏のご教示による） 。
（
36） 『大元聖政國朝典章』巻二二 戸部八、市舶、 則法二十三條。
（
37）榎本渉、前掲論文 （注六） 、一一二―一一七頁。
（
38）南基鶴 『蒙古襲来と鎌倉幕府 （臨川書店、 九九六年）
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一八九―一九〇頁。
（
39）榎本渉、
  前掲論文 （注六） 、一一四―一一七頁。
（
40） 「黄龍十世錄」玉村竹二編 『五山文学新集』三 （東京大学出版会、一九六 年） 、 「時師方二十二歳、遂去附商船抵四明。時高麗・江南・大理等諸國、皆爲蒙古所一統、獨吾日本不服。故将不許容交関、爲飜其抽分之直、不惟禁止商客上岸、乃至雲遊衲子、亦不得入城門。或有犯者、例以細作人坐罪。 」
 
（
41）日本が 「海外不臣之國」として三〇％の関税の対象であった可能性は榎本氏も指摘している （
  榎本渉、
  前掲論文 （注
六） 、一六一頁注二五 。
（
42） 『元史』巻一六七、列傳五四、王國昌、 「而東夷皆內屬、惟日本不受正朔、 」
（
43） 『元史』卷二〇八、列傳九 、外夷一 高麗、 「又太祖法制、凡內屬之國、納質・助軍・輸糧・設驛・編戶籍・置長、已嘗明諭之、 」
（
44）桃木至朗 中世大越国家の成立と変 』 （大阪大学出版会二〇一一年）一四七頁。
（
45）乙坂智子 「元朝の対外政策―高麗 チベット君長への処遇に見る 「内附」体制―」 『史境」三 三九号 九 、三二―四〇頁。
（
46）四日市康博、前掲論文 （注五） 、三 頁。
（
47）木宮泰彦氏は、日元間の商船 往来を検討して これら商船のほとんどが日本船であり 元舶と明記しているのは『園太暦』観応元 （一三五〇）年四月十四日条にみえる 「今月（三月）十五日、宋船一艘着岸于筑前國息濱津之由、 （中略）大元兜率龍山和尚以下禪僧十八人 〈日本人〉 、
幷
船主十一人
〈宋人〉 、來着云々、 」の事例だけであると指摘している 木
宮泰彦 『日華文化交流史』 （冨山房、一九五五年）四一五頁） 。しかし、その乗船者である龍山和尚の行状によると、帰国したい気持ちがふっと起こり、崑 で船を買い博多へ到着したとあり （ 「眞源大照禪師龍山和尚行狀」 『続群書類従』第九輯
  下、 「無幾歸心猶動、飄然而起、買舟崑山以至
博多、實日本貞和五年歳次己丑、時師六十六歳也、 」 ） 、該当の船はよく日元間を往来した性格のものであったというより、日本僧が日本へ帰国するためにだけ雇われたことがわかる。それで 乗船者が日本禅僧一八人と宋 員一一人を合わせて二九人に過ぎず、一般の貿易船の規模に比べ相当小さかった。また、当船を崑山で購入したこ についても、一三四八年一一月、台州に蜂起した方国珍の乱 影響で、台州に近い慶元を避け劉家港を利用するために行なわれた措置で、一般的な貿易船の往来ルートから外れていたこも指摘されている （榎本渉 「元末内乱期の日元交通」前掲書（注六）初出二〇〇二年、一八四
- 一八五頁） 。一方、龍山
の事例以外にも 三一四年に入元した大智が、一三二四年帰国するに当たり 英宗の命により 船に したが、海上で漂流して高麗に辿り着いた事例も確認される （ 『大智禅師偈頌』 、 『日本洞上聯燈録』巻二） 。 だ、これも元の皇帝の命による特殊な事例 あろう。
（
48） 「眞源大照禪師龍山和尚行狀」 『続群書類従』 第九輯
  下、 「
 ( 大
徳
) 十一年、慶元路官與倭國有鬨、一城盡灾、由是巡撿於諸
寺捕倭僧、天童尤遭重責
  旣得數十人、載站船以送之大都、
師亦預其數、偏置於洛陽白馬寺。 」
  大徳一一年は一三〇七年
であるが、同じ事件を指すと思われる元側の記録が至大二（一三〇九）年と記している上、龍山の行狀の年代は一、 二
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年のズレがある可能性があるとの榎本氏の指摘 （
  榎本渉、
  前
掲論文 （注六） 、一二三頁）に従い、一三〇九年の事件と判断した。
（
49）榎本渉、前掲論文 （注六） 、一二四―一二六。
　
（
50） 『元史』卷一八四、列傳七一、王克敬、 「延祐四年、往四明監倭人互市。先是、往監者懼外夷情叵測、必嚴兵自衞、如待大敵。克敬至 悉去之 撫以恩意 皆帖然無敢譁。有吳人從軍征日本陷於倭者、至是從至中國、訴於克 願還本
鄉、或恐為禍階。克敬曰、 『豈有軍士懷恩德來歸而不之納
邪。脫有釁、吾當坐。 』事聞 朝廷嘉之。 」
（
51）植松正、前掲論文 （注二八） 一三〇頁
（
52）黃
溍
  『
金
華黃先生文集』卷二五、資善大夫河西隴北道肅
政
廉
訪使凱
烈
公神道碑、 「倭人未服、 不宜使至中國」 。榎本渉、
 
前掲論文 （注六） 、一四六―一四八頁
（
53）榎本渉、
  前掲論文 （注六） 、一五〇―一五三頁。
（
54）注四参照。
（
55）壇上寛、前掲論文 （注四） 、二一―二四頁
  四日市康博、
前掲論文 （注五） 、一七頁。
（
56）田中健夫編 『新訂続善隣国宝記』
  元永元年条。
（付記）　
本稿は韓国政府 （教育部）と韓国研究財団の支援による
研究成果である （
N
R
F
-2018S
1A
6A
3A
01023515 ） 。
（成均館大学・東アジア学術院教授）
